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財政援助団体等の監査結果について（報告） 

 

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、財政援助団体等の監査を実施し

たので、その結果を次のとおり報告します。 
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大 町 市 監 査 委 員 



総 括 事 項 

 

１ 監査の対象 

平成２６年度において補助金等の交付を受けた下記の４団体について監査を実

施した。 

（１）大黒町自治会 

大黒町舞台保存修理事業補助金 

（２）大北高等職業訓練校 

大北高等職業訓練校補助金 

（３）南原町自治会 

南原町公民館移転新築工事補助金 

（４）株式会社熊谷清掃社 

堆肥センター指定管理料 

 

２ 監査の実施日 

  平成２７年１０月１４日、１５日、１６日、１９日  ４日間 

 

３ 監査の場所 

  当該団体等の事務所等 

 

４ 監査の目的 

補助金等の交付を受けた団体の事業の執行状況について、当該補助事業等（以下

「事業等」という。）が目的に従って適切に実施され、当該目的に見合う成果があ

ったか、指導監督、事務手続きが適切に行われたかについて監査を実施した。 

 

５ 監査の方法 

団体については、事業等に関する関係書類、会計帳簿等の確認を行うとともに、

関係職員から聞き取りを行った。 

主管課については、事業等に関する調書と団体から提出された事業計画書、実績

報告書等をもとに確認を行った。 

 

６ 監査の結果 

補助金等の交付を受けた団体の事業の執行については、おおむね適切に処理され

ているものと認められた。 

引続き、事業等の目的の明確化、実施に伴う成果の検証、改善すべき事項、継続

の必要性の検討を行い、効果的な事業等の推進を図られたい。 

なお、個別の監査結果については、詳細事項のとおりである。 
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詳 細 事 項 

 

団体等名称 大黒町自治会 Ｎｏ．１ 

監査年月日 平成２７年１０月１５日 主管課等 生涯学習課 

監査実施場所 大黒町公民館 

監査対象事業 事業名   大黒町舞台保存修理事業補助金 

補助金額  １，５００，０００円 

団体の概要 

（１）事業内容等 

長野県宝である大黒町舞台の傷みが進んできたため、平成２０

年の信州大学による調査に基づき修理方針を策定し、次世代に継

承できるよう保存修理を実施した。 

県との協議により平成２４年度は市単独事業により最小限度

の修理を行い、平成２５年度から平成２６年度にかけて県補助を

活用した保存修理工事を実施した。 

（２）事業収支決算について 

平成２６年度事業費は８，９９７千円で収入、支出とも同額で

ある。 

収入は市補助金１，５００千円、県補助金４，４９８千円、自

己負担金２，５９９千円、その他４００千円となっており、支出

では、木工事費１，５９０千円、漆塗りほか工事費７，４０７千

円である。 

 

監 査 結 果 ［ 大黒町自治会に関する事項 ］ 

補助金に係る事務及び証拠書類の整備は適正に処理されており、

指摘する事項はない。 

大黒町のみならずこの地域にとって貴重な文化財であるので大

切に保存するとともに、価値を広く公開する等後世にその価値を継

承していくよう尽力されたい。 

 

［ 生涯学習課に関する事項 ］ 

保存管理に引続き指導助言に努めるとともに、価値を広く啓蒙す

る等文化財の保存意識のさらなる高揚に努められたい。 
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詳 細 事 項 

 

団体等名称 大北高等職業訓練校 Ｎｏ．２ 

監査年月日 平成２７年１０月１６日 主管課等 商工労政課 

監査実施場所 大北高等職業訓練校 

監査対象事業 事業名  大北高等職業訓練校補助金 

補助金額 ３００，０００円 

団体の概要 

（１）事業内容等 

職業能力開発促進法に基づき、大町市及び大北地域における労

働者に対して、専門的な技術を習得させるため職業訓練を行うと

ともに、離職者の再就職支援を行う同校に対する運営補助事業で

ある。 

職業能力開発促進法の規定により実施していた普通課程木造

建築科については、受講生不足で休止されおり、短期課程の電子

計算機科、観光ビジネス科を新設するとともに、県の委託訓練で

ある介護・ＰＣ科により同校の運営維持を図っているが、非常に

厳しい経営状況である。 

受講者数 （委託訓練）介護スタッフ養成科 １９人 

           パソコン基礎科   １７人 

     （短期課程）電子計算機科    ３１人 

観光ビジネス科   ３４人 

（２）事業収支決算について 

   収入は会費収入２，１５３千円、補助金１，３４１千円、雑収

入３，８２０千円、過年収入金３４０千円、繰越金１，１１３千

円で総額８，７６７千円となっている。 

 支出は補助対象３，６７２千円、補助対象外３，５２１千円、

総額７，１９３千円であり、差引１，５７５千円余が次年度への

繰越金となっている。 

 

監 査 結 果 ［ 大北高等職業訓練校に関する事項 ］ 

１ 補助金に係る事務及び証拠書類の整備は適正に処理されており、

指摘する事項はない。 

また、指定管理契約に基づく施設の管理も適正に管理されており

指摘する事項はない。 

２ 本校のメインである普通課程木造建築科は、時代の変化の中でこ

こしばらく入学者がなく休止状態が続いている。こうした中で短期

課程（電子計算機科、観光ビジネス科）や県からの介護講座の受託

事業等で運営しているが、他の機関と競合するものも多く生徒を確

保するのに大変苦慮している状況にある。 
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また、会員の減少による会費収入の減、受講料収入の伸び悩み等

により経営的にも大変厳しく校長自らの負担でパソコンを設置し

ての運営となっている。 

幸いにも来年度は４名の木造建築科の入学が見込まれ普通課程

が再開できるかもとの話であるが、時代の変化の中で職業訓練に対

する地域の期待も大きく変化してきている。 

大北地域にとってどのような職業訓練が必要なのか、長期的なあ

り方について関係機関とも連携し検討を深められたい。 

 

［ 商工労政課に関する事項 ］ 

時代の変化や産業の動向等大きく変化しており、大北地域におけ

る職業能力開発事業についてどうあるべきか長期的なあり方の検

討が必要な時を迎えていると思慮されるので的確な指導助言をさ

れたい。 
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詳 細 事 項 

 

団体等名称 南原町自治会 Ｎｏ．３ 

監査年月日 平成２７年１０月１９日 主管課 生涯学習課 

監査実施場所 南原町公民館 

監査対象事業 事業名  南原町公民館移転新築工事補助金 

補助金額 ４，５４６，０００円 

団体の概要 

（１）事業内容等 

市立大町総合病院周辺改修工事に伴い南原公民館に立地場所

を移動してほしい旨の要請があり、市補助等を活用した旧公民館

解体工事と新築移転工事を実施したものである。 

新築移転により駐車場確保もでき、地域住民のコミュニティ活

動、教育施設、災害時避難場所等の拠点が確保された。 

（２）事業収支決算について（南原町公民館建設特別会計決算書から） 

   収入  繰越金（自治会負担金）    ３，９７６千円 

   収入  国県補助金（宝くじ助成金） １５，０００千円 

   収入  市補助金           ４，５４６千円 

       市立大町総合病院移転補償   ８，０００千円 

       その他               ３３千円 

         計           ３１，５５５千円 

   支出  工事請負費         ２９，２６２千円 

   支出  備品購入費          １，６８２千円 

       需用費、登記料ほか        ６１１千円             

         計           ３１，５５５千円 

 

監 査 結 果 ［ 南原町自治会に関する事項 ］ 

補助金に係る事務及び証拠書類の整備は適正に処理されており、

指摘する事項はない。 

南原町公民館管理規則等により適正に管理運営するとともに、こ

の施設を有効に活用し地域コミュニティの一層の増進を図られた

い。 

 

［ 生涯学習課に関する事項 ］ 

地域コミュニティがより一層増進されるよう引続き指導、助言に

努められたい。 
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詳 細 事 項 

 

団体等名称 株式会社熊谷清掃社 Ｎｏ．４ 

監査年月日 平成２７年１０月１９日 主管課 生活環境課 

監査実施場所 議会棟第２委員会室、堆肥センター 

監査対象事業 事業名  堆肥センター指定管理料 

補助金額 １０，２４１，０３５円 

団体の概要 

（１）事業内容等 

焼却ごみ減量化と循環型社会の構築を推進するため、市内住民

や事業者と連携し生ごみの分別、資源化を進めるとともに、有機

栽培農家から需要が高い牛糞堆肥製造も併せて行うことにより

循環型農業の推進にも寄与することを目的に（旧）八坂堆肥セン

ターを整備した。 

平成２６年度は、生ごみ堆肥化では市内小中学校、福祉施設、

大町総合病院、自治会、温泉郷宿泊施設から分別収集された生ご

み約７７トンの堆肥化を実施し、市民ふれあい広場で６００ｇ入

１８０袋の無料配布を行い生ごみ減量化の推進を実施するとと

もに、牛ふん堆肥では春と秋に軽トラック１６３台、２トントラ

ック３３台分の約９７トンの販売を行った。 

（２）事業収支決算について 

   指定管理料  １０，２４２千円 

    

監 査 結 果 ［ 株式会社熊谷清掃社 ］ 

１ 生ごみ堆肥の生産に関する業務、牛糞堆肥の生産に関する業務は

順調に処理生産されている。また、施設の維持管理も仕様書に基づ

いて適正に管理され、臭いや水質汚濁等の問題の発生もなく適正に

管理されている。 

２ 大町市堆肥センターの指定管理者による管理に関する仮基本協

定書（以下、「基本協定書」という。）第５条において管理責任者

１名を配置することとしているが、７月に退職されて以降不在とな

っている。早急に後任者を配置し管理の適正を期されたい。 

３ 基本協定書第１５条に定める事業報告（管理経費等の収支状況）

は、同協定書第１１条並びに大町市堆肥センター指定管理者業務仕

様書１３項に定める経理に関する事務処理によって作成されたも

ので提出するようされたい。 

 

［ 生活環境課に関する事項 ] 

１ 本施設は、（旧）八坂堆肥センターを生ごみ堆肥施設として整備
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するとし、ＰＦＩ方式を導入し、ＰＦＩ事業者に包括的に指定管理

することとし平成２６年２月より稼働した施設である。 

 

ＰＥＩ方式は長期にわたって固定した経費を払い続けることと

なることから、国が示すガイドラインでは導入時においてＰＦＩ方

式を導入することにより公的財政負担の縮減ができることを合理

的に見積り公表することを求めている。 

 

当施設では、公的財政負担のメリットを次のように試算しＰＦＩ

方式を導入することとし、施設の取得、指定管理料の決定している。 

生ごみ処理量を５４０トン（日量１．５トン）とし、環境プラン

トでの処理経費の削減効果年１６，２００千円に対し、費用は年 

１３，５６０千円（堆肥センター施設の取得費３１，８００千円と、

１０年間の指定管理料１０３，８００千円の１０分の１）で、差引

年あたり２，６４０千円のメリットになるとしている。これに対す

る平成２６年度の実績値は、生ごみの収集量は日量約１トン程度で

あり、削減効果は１０，８００千円しか現れず、差引き収支は逆に

２，７６０千円の赤字となる。 

生ごみの搬入は市の責任分担とされているので、導入時に定めた

温泉郷、市街地、学校・福祉施設それぞれの目標値の必達に向け生

ごみの収集を一層推進し、ＰＦＩ導入の財政負担の縮減効果がきち

んと出るよう努力されたい。 
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